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概 要 
2000 年代以降、監査法人の大規模化、監査手続の厳格化、ならびに早期退職制度の導入などに伴う公認会計士
を取り巻く環境の変化から、「徒弟制度」のごとく専門性を培っていけば生計を維持できるという公認会計士のキ
ャリア意識が多様化しつつある。本プロジェクト研究論文では、公認会計士が所属組織に対する帰属意識、ならび
に公認会計士というプロフェッションとしての自覚が、職業への意識にどう影響しているかについて、現在組織
行動論で注目されているアイデンティフィケーション、ならびにコミットメントの概念を基礎として分析、検証
を行い、公認会計士としてのキャリアを構築するうえで、有用な提言を行うことを目的とする。 
本研究論文においては、個人が社会的に自己をどのように位置付けるかについて着目したアイデンティフィケ
ーション理論や、職務に関する行動特性を基礎づけるうえで有用なコミットメント理論を基礎とするとともに、
非専門組織（会計に関する専門的サービスを提供することを目的としない業種の企業、ないしは組織）において、
組織コミットメントを優先する「ローカル」的人材と、プロフェッショナル・コミットメントを優先する「コスモ
ポリタン」的人材とのコンフリクトに着目した理論などにも注目し、公認会計士が持つ職業意識に関する仮説を
構築し、実証的分析を試みた。 
コミットメント形成にあたっては、個々の公認会計士が持つアイデンティフィケーションにのみ関係を有し、
他のアイデンティフィケーションや所属する組織の業種には影響しないということがわかった。すなわち、組織
コミットメントは専ら組織アイデンティフィケーションから、プロフェッショナル・コミットメントは専らプロ
フェショナルアイデンティフィケーションから、それぞれの形成に影響を与えるということになる。 
次に、コミットメントと職務に関する行動特性との関係のうちコミットメントによる主効果については、内発
的動機付け、クライアントとの交換関係、ならびに職務満足のいずれについても、組織コミットメント、ならびに
プロフェッショナル・コミットメントと有意な正の関係が有していることがわかった。さらに、クライアントとの
交換関係では、プロフェッショナル・コミットメントが高い場合に、組織コミットメントとの正の関係が促進され
ることも確かめられた。業種による違いについては、専門組織に所属する公認会計士は、プロフェッショナル・コ
ミットメント、すなわち専門性を高めるという意識を持つことが、職業意識を高めるうえで優先されるのに対し、
非専門組織に所属する公認会計士は、組織コミットメント、すなわち組織に対する貢献意識を持つことが、プロフ
ェッショナル・コミットメント、すなわち専門性を高める意識を持つ以上に価値があることが判明した。ただし、
大手監査法人に属する公認会計士は、専門組織としての特質も持ちつつも、内発的動機付けを維持するには組織
コミットメントを高める必要性があることが確かめられた。 
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1. はじめに 
本プロジェクト論文では、公認会計士の職務における内発的動機付けや職務満足などの職
業意識が、各人が所属する組織、ならびにプロフェッションに対する帰属意識や貢献意識に
応じてどのように影響するのかについて、アイデンティフィケーション、ならびにコミット
メントの概念を用いて検討し、明らかにすることを目的としている。 
2000 年代以降、四半期決算の導入や国際財務報告基準（IFRS）の受け入れ検討に伴う会計
専門家の需要が見込まれることから、2004 年には日本で初めての会計大学院が創設、2006 年
には公認会計士試験の制度変更が行われ、公認会計士の人員増強が図られた。昨今の「資格
ブーム」にも支えられ、公認会計士の会員数（準会員を含む）は 2000 年に 16,656 名だった
が、2010 年には 27,792 名にまで増加した。しかし、2008 年にリーマン・ショックを引き金に
世界的な景気後退が生じ、それまで不況知らずと素朴に信じられていた公認会計士業界でも
大手監査法人を中心に減給や人員削減が行われた。 
このように急激に外部環境が変化するなかで、公認会計士が抱いていた所属組織に対する
意識、ならびに公認会計士というプロフェッションとしての意識がどのように変化し、それ
が現在の職務にどう影響しているか。本研究では、現在組織行動論で注目されているアイデ
ンティフィケーション、ならびにコミットメントの概念を基礎として、公認会計士が持つ職
務意識を分析、検証し、公認会計士としてのキャリアを構築するうえで、有用な提言を行う
ことを狙いとする。 
本研究の流れとして、まず第２章、ならびに第３章で、公認会計士制度、ならびに業界の
歴史的背景、ならびに先行研究を整理し、第４章で明らかにすべき仮説を構築する。第５章
で、構築した仮説を検証するための調査・分析手続の説明、その結果を第６章で説明する。
最後に、第７章、ならびに第８章で前章の結果を考察し、本研究のまとめを行う。 
 
  
 5 
 
2. 研究にあたっての歴史的背景 
2.1 公認会計士のキャリアパス 
2.1.1 公認会計士の概要 
本研究で取り扱う公認会計士について、その資格や現在におけるキャリアパスについて説
明する。 
公認会計士とは、「他人の求めに応じ報酬を得て、財務書類の監査又は証明をすることを業
とする者（公認会計士法第２条第１項）」をいい、公認会計士となるには、公認会計士となる
資格を有する者が、日本公認会計士協会に備えられている公認会計士名簿に登録を受けなけ
ればならない（同法第 17 条）。ここで、公認会計士となる資格を有する者とは、公認会計士
試験に合格した者で、業務補助等の期間が２年以上であり、かつ、実務補習を修了した者を
いう（同法第３条）。すなわち、公認会計士は法令で定められた制度に基づく資格者であり、
財務諸表の監査業務を独占業務としている点に特徴があるといえる。なお、公認会計士は、
その名称を用いて他人の求めに応じ報酬を得て、財務書類の調製や、財務に関する調査・立
案、または財務に関する相談に応ずることを業とすることができるとされており（同法第２
条第２項）、一般的には財務諸表の監査業務はもちろん、財務会計全般に関する職業専門職と
して認知されているといえよう。 
 
2.1.2 資格登録までのプロセス 
前項で触れた公認会計士登録の資格を得るためのプロセス、すなわち公認会計士試験と業
務補助、ならびに実務補習について説明する。というのも、資格を得るプロセス自体が、本
研究の主題である職業専門家としての自覚（プロフェショナル・アイデンティフィケーショ
ン）を醸成するプロセスとも符合するといえるからである。なお、当該プロセスは 2005 年度
以降に改正されているが、後述する実証分析にあたっての調査対象者の大半は旧制度に基づ
くプロセスを経て公認会計士資格を取得していることから、本項では旧制度についても適宜
説明を加えることとする。 
公認会計士資格を得るためには、年２回（12 月上旬・５月下旬）行われる短答式試験、年
１回行われる論文式試験に合格する必要がある（同法第５条）。この２つの試験を総称して公
認会計士試験という。なお、2005 年度までは当該試験を「公認会計士第二次試験」1とされて
いたが、本研究では、これらを区別せずまとめて「公認会計士試験」と定義することとする。 
公認会計士試験に合格した者は、日本公認会計士協会に準会員として登録する。登録後２
年以上の実務経験（時期は試験合格の前後を問わない）、公認会計士となるのに必要な技能を
修得する実務補習の受講（日本公認会計士協会が実施する修了考査2に合格）を経て、正式に
公認会計士資格登録が可能となる。 
このプロセスをまとめたのが、図１である。このように公認会計士として正式に登録され
るまでには比較的長期間にわたり準備に取り組む必要がある。他方で、このプロセスを経る
ことで公認会計士という職業専門家としての自覚が養われるとも考えられるのである。 
                                                     
1 2005 年度までは受験資格（例：大学教養課程修了相当、短期大学卒業など）があり、資格を有さ
ない者は第１次試験に合格する必要があった。現在これらはすべて撤廃されている。 
2 2005 年度までは修了考査に合格する代わりに、第３次試験に合格する必要があった。 
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図１： 公認会計士登録までのプロセス 
 
出所：日本公認会計士協会（2013）． 
 
本項の締めくくりとして、過去 20 年間にわたる公認会計士試験合格率の推移を表１のとお
りまとめる。これによると、新制度変更からリーマン・ショックが勃発した 2008 年までの数
年間だけ合格者数、ならびに合格率が非常に高くなっている。これは、四半期決算の導入、
ならびに国際財務報告基準（IFRS）の採用を控え、会計に関する専門家を増強する狙いがあ
ったとみられる。しかし、リーマン・ショックによる国際財務報告基準（IFRS）の採用延期
や、大手監査法人での早期退職や採用抑制に伴い、「人余り」の状況に陥ったことから、2009
年以降は合格率が新制度変更前の水準に戻っている。 
 
表１： 公認会計士試験合格者数の推移 単位：人 
年度 願書提出者(A) 合格者(B) 合格率(B/A） 
1995 10,414 722 6.9% 
1996 10,183 672 6.6% 
1997 10,033 673 6.7% 
1998 10,006 672 6.7% 
1999 10,265 786 7.7% 
2000 11,058 838 7.6% 
2001 12,073 961 8.0% 
2002 13,389 1,148 8.6% 
2003 14,978 1,262 8.4% 
2004 16,310 1,378 8.4% 
2005 15,322 1,308 8.5% 
2006 16,311 1,372 8.4% 
2007 18,220 2,695 14.8% 
2008 19,736 3,024 15.3% 
2009 20,443 1,916 9.4% 
2010 25,147 1,923 7.6% 
2011 22,773 1,447 6.4% 
2012 17,609 1,301 7.4% 
2013 13,016 1,149 8.8% 
2014 10,712 1,076 10.0% 
出所：公認会計士・監査審査会（2014）をもとに筆者作成． 
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2.2 安定成長下における職場環境 
次に、公認会計士が所属する組織の状況、すなわち職場環境について、内外の環境を踏ま
えながら整理する。 
公認会計士という専門職集団内部でのキャリアアップの特徴を端的に表現すれば、「徒弟制
度」という言葉が当てはまる。公認会計士制度が成立した当初は、中小規模の会計事務所が
多数存在していた。公認会計士試験に合格した者は、会計事務所を経営する所長会計士に「弟
子入り」することになり、他の公認会計士とともに実務指導を受けながらキャリアを積み重
ね、時期が来たら「のれん分け」という形で独立することが多かった。 
この流れに変化が生じたのが、1965 年に起こった山陽特殊製鋼倒産事件である。この事件
をきっかけに、大規模な粉飾決算を防ぐためには、組織的に監査手続きを進める必要性が認
識され、1966 年、公認会計士法改正により会社組織に準じた形態として監査法人が法制化さ
れた。しかし、監査法人自体も実態は複数の会計事務所が統合することで組織化されたため、
公認会計士のキャリア構築という面では、これまでの「徒弟制度」という構造はこれまでと
変わらず残ることになった。 
ここで、筆者が実際に経験したエピソードを紹介する。2001 年に公認会計士試験を受験し
た筆者は、某大手監査法人に応募することを決めた。ところが、先方の採用担当に問い合わ
せたところ、同じ監査法人でも事務所単位で採用方針が異なるため、志望する地区の事務所
ごとに応募するよう指示され、結果として東京、大阪、神戸の３か所に応募し、面接を受け
ることになった。一般的な就職活動からすれば奇異にみられると思われるが、当時の大手監
査法人は地域事務所ごとに経営者が異なり、それに合わせて給与体系や採用方針も異なって
いたために、このような状況が生まれたのである。なお、現在は事務所ごとの裁量は残って
いるものの、採用方針などはすべて統一されていることを付記する。 
 
2.3 現在の職場環境 
2000 年代以降になると、公認会計士を取り巻く職場環境における変化が顕著になる。ここ
では、（１）大規模化、（２）監査手続の厳格化・マニュアル化、（３）人員増とリストラの３
つの観点で整理する。 
 
2.3.1 大規模化 
監査法人の大規模化が促進した背景として、クライアントである国内外の上場企業におい
てコングロマリット化、ならびにグローバル化が進んだことがあげられる。コングロマリッ
ト化が進むことで、監査手続に関与させる公認会計士の人員を増強させる必要があり、また
人員を適切にコントロールし、監査の品質水準を維持する重要性も高まってくる。さらに、
我が国の経済力が高まったことで、国内企業が海外に展開するとともに在外企業が進出する
機会も増加した。これにより、我が国の監査法人もこれらの企業に対する監査手続を遂行す
るために、海外の公認会計士や監査法人と共同する必要が生じてきたのである。 
監査法人の大規模化は欧米諸国で先行し、1990 年初頭までには８大会計事務所（監査法人）
が形成されていた。我が国では、これら海外ファームが直接進出して監査法人を組成する、
あるいは国内の大手監査法人と提携するなどして、クライアントのコングロマリット化やグ
ローバル化に対応した。 
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2000 年代にはさらなる統廃合が進み、現在は４大会計事務所（監査法人）として形成され
ることになった。今日における４大会計事務所は、アーンスト・アンド・ヤング（現在は「EY」
の表記で統一)、デロイト・トウシュ・トーマツ (Deloitte Touche Tohmatsu、以下「Deloitte」
と表わす)、KPMG、プライスウォーターハウスクーパース（PricewaterhouseCoopers、以下
「PwC」と表わす）を指し、国内外を問わず会計業界を知っていれば「大手（メジャー）」と
いえばこの４社で認識が統一されている。我が国の大手監査法人はこれら４大会計事務所の
メンバーファームとして構成され、EY は新日本有限責任監査法人、Deloitte は有限責任監査
法人トーマツ、KPMG は有限責任あずさ監査法人が加入している。PwC はかつて中央青山監
査法人がメンバーファームとして加入していたが、後述の経緯により、現在はあらた監査法
人と京都監査法人の２社が加入している。 
 
2.3.2 厳格化、マニュアル化  
前項で述べた監査法人の大規模化が促進する契機として、監査手続の厳格化、ならびにマ
ニュアル化が進んだこともあげられる。そもそも監査法人の大規模化が進んだ要因に、大規
模企業の破綻に絡んだ粉飾決算により、いくつかの大手監査法人が解散に追い込まれたこと
が深く関わっているためである。 
海外の会計業界で監査手続の厳格化が進んだのは、当時アメリカ合衆国史上最大の経営が
相次いで発生したことがきっかけである。2001 年 12 月、エネルギー関連事業を手掛けてい
たエンロンが、翌 2002 年７月には大手電気通信事業者のワールドコムが相次いで経営破綻し
た。これらの破綻事件では、大規模な粉飾決算が発覚したが、これらの企業の監査業務を担
っていたのがアーサー・アンダーセンであった。しかも、エンロン事件ではアーサー・アン
ダーセン自身が粉飾決算を指導し、証拠隠滅を図ったことが大きな問題となった。結局、ア
ーサー・アンダーセンは 2002 年に解散するに至ったが、この事件を契機に、大手監査法人に
おいて、監査マニュアルの大幅な改訂と徹底的な遵守が求められるようになった。 
我が国でも、同様の事例により監査手続の厳格化が進んだ。バブル経済が崩壊した 1990 年
代以降我が国の経済は低迷が続くなか、2002 年に小泉純一郎政権のもとで金融再生プログラ
ムが発動し、不良債権処理を促進することとなった。その結果、いくつかの企業が破綻、あ
るいは当時機能していた株式会社産業再生機構による支援が行われることになったが、いく
つかの企業で粉飾決算が発覚し問題となった。とりわけ問題視されたのが、2003 年に破綻し
た足利銀行による不正融資に絡む不適切な助言、さらに 2005 年に発覚したカネボウの粉飾決
算への関与（該当の公認会計士３名が証券取引法違反の罪で起訴）などが問題視された中央
青山監査法人であった。2006 年７月、金融庁の公認会計士・監査審査会は、中央青山監査法
人に７月１日から２か月の監査業務停止処分を命じた。その後、中央青山監査法人はみすず
監査法人に改称するも、PwC によるあらた監査法人分裂、京都監査法人の独立を経て、2007
年７月に解散するに至った。海外でのアーサー・アンダーセン解散、ならびに国内での中央
青山監査法人の解散は、他の大手監査法人を中心に監査手続の見直しが促進するきっかけと
なり、監査手続の厳格化に至ったのである。 
監査手続の厳格化、マニュアル化は組織的に監査手続を行うことが促進された一方、従事
する公認会計士にすれば、作業量が増えたことによる超過労働、マニュアル化による裁量幅
の縮小が問題視され、一部で現場の混乱が生じたことも事実である。 
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2.3.3 人員増とリストラ 
これまでの公認会計士業界では、職業専門家として成熟した公認会計士は「のれん分け」
により、新たなキャリアを構築することが慣習となっていた。この慣習が成り立っていたの
は、開業や上場も盛んにおこなわれてきたことから、「のれん分け」により公認会計士が新規
で顧客を獲得することが容易であったことから、独立することに対する抵抗感、すなわち事
業が継続できないのではないかという不安を抱くことが比較的少なかったによるものである。 
しかし、我が国の経済成長が鈍化したことで、開業率の低下、上場企業数の減少が起こる
なか、既存の組織に残る公認会計士も増加するようになった。もっとも、2000 年代半ばまで
は前述の監査手続の厳格化による作業量増加により、慢性的な人員不足にあったことから、
既存の公認会計士を抱えるとともに、2.1.2 で述べたとおり、公認会計士試験の合格者数増加
にあわせて採用を増やしていったのである。 
これらの動きに対し、2008 年９月に発生したリーマン・ショックにより、クライアント収
入が大幅に減少、大手監査法人において人員余剰が発生するに至った。そこで、2010 年７月
に新日本有限責任監査法人で 400 人の早期退職者を募集3したことを皮切りに、大手監査法人
では相次いで早期退職制度が導入されることとなった。この出来事は、公認会計士における
素朴な信仰、すなわち「専門性を高めていけば、生計を立て続けることができる」という認
識が否定されることにつながるとともに、会計事務所や監査法人など専門組織以外の職場、
例えば製造業や卸売・小売業など一般事業会社でキャリアを生かそうとする動きが生まれる
契機となった。 
 
2.3.4 大手監査法人におけるキャリアパス 
最後に、大手監査法人における一般的なキャリアパスについて、簡単に触れておく。大手
監査法人の職層は、呼称は異なるものの概ねパートナー職、マネージャー職、スタッフ職に
分かれ、マネージャー職とスタッフ職は、シニアクラスを設けている。 
公認会計士試験に合格した者は、スタッフとして採用される。入社後３年間は実務補習と
並行して、上位者の管理・監督を受けながら監査業務等を行う。概ね４年程度でシニア（ス
タッフ）に昇格し4、現場監督者、あるいは小規模なチームのリーダーとして監査業務を監督
することとなる。 
入社後８年程度でマネージャー職に昇進する。監査業務の日程やメンバー配置などを定め
る監査計画の立案や、チーム全般の管理・監督を主体的に行うとともに、クライアントとの
交渉や意見交換でも中心的な役割を担う。つまり、監査業務の「要」としての役割が求めら
れている。さらに、マネージャー職では、海外のメンバーファームへの赴任や、グループ内
の税理士法人、あるいはトランザクションサービスなど専門に特化したグループ企業への転
籍もあり、個々のキャリアに応じて様々な業務を担当することになる。 
マネージャー職として８～10 年程度順調に実績を積み重ねていけば、パートナー職に昇進
することになる。パートナー職は監査業務の最終的な責任を負う役割を担うとともに、監査
                                                     
3 対象者は金融機関向け監査業務や若手を除く 4,800 人。 
4 公認会計士登録をシニア（スタッフ）昇進の条件とする監査法人もある。 
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法人の出資者として法人経営にも関わることになる。例えば、上場企業などが発行する有価
証券報告書に添付されている監査報告書に記載されている監査業務の責任者はすべてパート
ナー職であり、粉飾決算などが発覚した場合は、第一にパートナー職が責任を問われること
になる。 
 
2.4 まとめ 
本章では、公認会計士の業務や登録までのプロセス、ならびにキャリアに関する職場環境
について整理した。筆者は 2000 年代以降における監査法人の大規模化、監査手続の厳格化、
ならびに早期退職制度の導入などに伴う公認会計士を取り巻く環境変化に注目している。す
なわち、「徒弟制度」のごとく専門性を培っていけば生計を維持できるという公認会計士のキ
ャリアパスが崩れキャリア意識が多様化しつつある。これらの現象が本研究を進める背景に
あることを示すことをもって、本章のまとめとする次第である。 
 
  
 11 
 
3. 先行研究 
本章では、公認会計士の職業意識を分析するうえで、仮説を構築するのに有用な先行研究
について整理する。具体的には、アイデンティフィケーション理論、プロフェッションに関
する議論、コミットメント理論、コスモポリタンとローカルに関する議論、プロティアン（変
幻自在な）・キャリアについて取り上げる。 
. 
3.1 組織アイデンティフィケーション 
アイデンティフィケーションに関する先行研究を整理するうえで、まず理論の基礎となる
組織アイデンティフィケーションについて説明する。 
Ashforth & Mael （1989）は、組織アイデンティフィケーションを「個人が、組織との一体
性や帰属していることを認知すること。」と定義している。この定義は、個人は個人的アイデ
ンティティとともに社会的アイデンティティをもち、ポジティブな社会的アイデンティティ
を維持・獲得しようとする動機を持っているという社会的アイデンティティ理論（Taylor & 
Moghaddam, 1994）と、人がある集団（国家や人種など社会的集団も含む）の一員として自
己をカテゴライズする認知過程に注目し、個人がいかに集団の一員として行動するかを説明
する自己カテゴリー化理論（Turner, Hogg, Oakes, Reicher & Wetherell, 1987）に基づいてい
る（高尾, 2013）。 
 
図２： 社会的アイデンティティと自己カテゴリー理論 
 
出所：池上・遠藤 （2008）をもとに筆者が加筆・修正． 
 
組織アイデンティフィケーションの意義について、Ashforth, Harrison & Corley （2008）
は以下の４点をあげている。 
 
（１） 自己アイデンティティを確立するうえで重要となる。人が自分自身を定義づけ、社
会的に自分の居場所を理解し、人生を設計する方法のひとつとなりうる。 
（２） より大きな集団の一員として認識するのは、組織が目標を達成するうえで重要であ
るとともに、人にとっても重要な欲求である。 
自己概念
自己
アイデンティティ
社会的
アイデンティティ
おしゃべりな
旅好き
論理的
ＣＰＡ
○○勤務
WBS在学
社会的アイデンティティ
自己
アイデンティティ
社会的アイデンティティ 自己カテゴリー理論
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（３） 組織アイデンティフィケーションは職務満足や個人の業績、リテンションとともに、
組織として重要なアウトプットのひとつである。 
（４） リーダーシップや公平性など他の組織行動の要素と、組織アイデンティフィケーシ
ョンとは相関関係にある。 
 
3.2 プロフェッショナル・アイデンティフィケーション 
アイデンティフィケーションの理論的な基礎となる社会的アイデンティティに関してもう
少し深めていく。通常、個人で複数のアイデンティティを持つことは十分に想定される。さ
らに、アイデンティフィケーションの対象は所属する組織に限らず、同一の職業に就く者同
士でもアイデンティティを形成することもありうるといえる。いくつかの先行研究では、同
一の職業、とくに専門的集団に対するアイデンティフィケーションをプロフェッショナル・
アイデンティフィケーションといい、組織アイデンティフィケーションとプロフェショナル
アイデンティフィケーションの双方を維持する状態を、デュアル・アイデンティフィケーシ
ョンと定義している（Hekman, Bigley, Steensma & Hereford , 2009）。 
ただし、プロフェショナルアイデンティフィケーションに関する研究はさほど多くない。
これは、いわゆる職業専門家の絶対数が少なく、組織行動論において相対的に関心が高くな
かったことが考えられる。 
Bamber & Iyer （2002）は、米国の５大会計事務所（検証当時）に所属する公認会計士を対
象に組織アイデンティフィケーションとプロフェッショナル・アイデンティフィケーション
が両立しうるかを検証したところ、両者が正の相関関係にあることを確認した。 
他方、Hekman et al.（2009）は、組織アイデンティフィケーションのみが高い内科医とプ
ロフェッショナル・アイデンティフィケーションのみが高い内科医とを比較した場合に、当
該内科医とその上司との交換関係と新規業務への適合度について相反する結果が導出された。
具体的には、組織アイデンティフィケーションのみが高い内科医は、上司との交換関係が高
まるにつれ、新規業務への適合度も高まるのに対し、プロフェッショナル・アイデンティフ
ィケーションのみが高い内科医は、上司との交換関係が低いほうが、新規業務への適合度が
高いことが示された。 
 
3.3 プロフェッション理論と専門職集団 
ところで、プロフェショナル・アイデンティフィケーションを取り上げるうえで整理する
必要がある論点として、公認会計士がそもそも専門職（プロフェッション）に含まれるかと
いう議論を整理する必要がある。そもそも、アイデンティフィケーションの対象が社会的に
集団として認知しうる存在であることが求められており、公認会計士が専門職集団として形
成されているか否かを、あらかじめ整理する必要があるためである。 
石村 （1969）によると、プロフェッションは西欧社会における古典的プロフェッション（聖
職者、医師、弁護士）に由来し、ビジネスの世界において類似の性質を持った職種でもプロ
フェッション化が進んだと整理したうえで、特定の職域に精通するという意味を表すスペシ
ャリストとは区別し、プロフェッションを次のように定義した。すなわち、プロフェッショ
ンとは、（１）学識（科学または高度の組織）に裏付けられ、それ自身一定の基礎理論をもっ
た特殊な技能を、特殊な教育または訓練によって習得し、（２）それに基づいて、不特定多数
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の市民の中から任意に呈示された個々の依頼者の具体的欲求に応じて、具体的奉仕活動を行
い、（３）よって社会全体の利益のために尽くす職業と定義している。 
Kerr, Von Glinow & Schriesheim （1977）は、プロフェッションが有する特質として、次の
６つをあげている。 
 
（１） 抽象的な知識の体系を長期にわたり特化された訓練により習得した専門的技術 
（２） 目的と手段との両面から根拠をもって意思決定するために認められた自主性 
（３） 職務、ならびに同業者集団に対する忠実性 
（４） 同業者、ならびにその集団との一体感 
（５） 自己欲にこだわらず、かつ、クライアントに過度に同情せず、職務を全うする倫理 
（６） 同業者の監督を支える、同業者間における品質管理 
 
公認会計士がプロフェッションに当てはまるかを検討するには、これらの特質が満たして
いることを検証すればよいと考える。すなわち、 
 
（１） 我が国の公認会計士は、公認会計士試験に合格し、業務補助、ならびに実務補習を
経て登録することが求められている。さらに、登録後も「職業的専門家として、その専門能
力の向上と実務経験等から得られる知識の蓄積に常に努めなければならない（監査基準 第
二 １）」ことから、公認会計士が専門的技術を保持していると考えられる。 
（２） 公認会計士法や監査基準において「独立した立場」で業務を遂行することが求めら
れている。すなわち、「公認会計士は、監査及び会計の専門家として、独立した立場において、
財務書類その他の財務に関する情報の信頼性を確保することにより、会社等の公正な事業活
動、投資者及び債権者の保護等を図り、もつて国民経済の健全な発展に寄与すること（法第
１条）」を使命とし、特に監査業務を行う場合は「常に公正不偏の態度を保持し、独立の立場
を損なう利害や独立の立場に疑いを招く外観を有してはならない（監査基準 第二 ２）」と
規定されている。 
（３） 公認会計士の職責として、「公正かつ誠実（法第１条の２）」に業務を遂行すること
が求められている。 
（４） 公認会計士法の定めにより日本公認会計士協会が設置され、業務を行うにあたって
は協会が備える公認会計士名簿への登録を義務付け（法第 17 条）、機関誌の発行やイベント
の開催を通じて、職務を全うするための一体性を維持している。 
（５） 日本公認会計士協会が定める倫理規則において、公認会計士は「職業的専門家とし
ての判断又は業務上の判断を行うに当たり、先入観をもたず、利益相反を回避し、また他の
者からの不当な影響に屈せず、常に公正な立場を堅持（倫理規則第４条１項）」することが求
められている。また、倫理規則や他の法令規則において、利益相反が招きうる外観上の要件
が列挙され、公認会計士として業務上の独立性を保持することが求められている。 
（６） 自主規制団体として、日本公認会計士協会が役割を果たしている。公認会計士が法
令上に違反した場合、刑事上、ないしは民事上の制裁とは別に、協会自らが資格停止や懲戒、
訓戒などの処分を下すことができる。 
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以上より、プロフェッションとしての６つの特質をすべて満たしていることから、公認会
計士がプロフェッションとしての要件を兼ね備えているといえる。 
では、公認会計士という職業集団そのものがアイデンティフィケーションの対象になりう
るか。知識ベースの職業集団を専門職集団（蔡，2007）と定義した場合、アイデンティフィケ
ーションの対象は何らかの集団と提起していることから、専門職集団もその対象に含まれる。
公認会計士という同僚、ないしは組織としての共同体も、同業者としての一体感という特質
から専門職集団も含まれると考えられる。このことから、公認会計士という専門職集団はプ
ロフェッショナル・アイデンティフィケーションの対象になると想定できるだろう。 
 
3.4 コミットメント理論、ならびにアイデンティフィケーション理論との違い 
職業意識に関する先行研究において議論が進められている理論として、コミットメントが
あげられる。コミットメントもアイデンティフィケーションと同様に、組織を対象とする組
織コミットメントや、プロフェッションを対象とするプロフェッショナル・コミットメント
が提起されている。 
組織コミットメントの定義は多様であるが、著名なものとして Meyer & Allen （1997）が
提唱している情緒的コミットメント（Affective Commitment）、存続的コミットメント
（Continuance Commitment）、規範的コミットメント（Normative Commitment）の３つが
あげられる。すなわち、（１）情緒的コミットメントとは、組織への一体感や愛着といった情
緒的な要素、（２）存続的コミットメントとは、組織から離れるコストと、組織に残ることで
得られるベネフィットとを勘案し、後者が有利である知覚から生じる要素、および（３）規
範的コミットメントとは、有無をいわず組織に残るべきとする要素をそれぞれ表している。 
それでは、アイデンティフィケーション理論とコミットメント理論との違いはどこにある
か。Meyer, Becker & Van Dick （2006）は、アイデンティフィケーション理論の基礎となる
社会的アイデンティティと、コミットメントとの違いを表２のとおり整理している。 
 
表２： 社会的アイデンティティ とコミットメントとの違い 
 社会的アイデンティティ コミットメント 
根本的要素 ある集団との交わりを通じて自己を
定義づける 
自己の目標や行動方針を定める 
対象 社会的に形成されている集団 社会的に形成されている集団に限ら
ない 
態度などへの表れ 集団の一員としての反応 
（例：誇り、恥） 
対象との関係を維持するための名目 
行動の特性 無意識的 
（例：内集団びいき） 
意識的 
出所：Meyer et al. （2006），p.667．翻訳は筆者． 
 
第１に、社会的アイデンティティの本質はある集団との交わりを通じて自己を定義づける
ことにあるのに対し、コミットメントは自己の目標や行動方針を定めることにある。すなわ
ち、社会的アイデンティティは「自分は（社会のなかで）何者か」を特定することにあり、コ
ミットメントは「私は（コミットメントする対象に）何をすべきか」ということを特定する
ことにある。 
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第２に、社会的アイデンティティの対象は、社会において集団を形成されている者に限ら
れるのに対し、コミットメントは社会的集団でなくとも対象となりうる。例えば、仕事は社
会的に集団を形成していないが、「私は仕事に貢献する」というコミットメントを持つことは
可能であるのに対し、「私は仕事の一員である」とアイデンティティを定義することはできな
い。 
第３に、社会的アイデンティティは集団の一員として反射的に反応を表すのに対し、コミ
ットメントは対象との関係を維持するための名目を立てていく。具体的には、社会的アイデ
ンティティが培われると、集団に対する評判により恥や誇りを感じていく。他方、コミット
メントが培われると、その対象（たとえば、組織）に残る、あるいは去るなどして、自身の態
度を明示していくのである。 
最後に、社会的アイデンティティは無意識的に行動が表れるのに対し、コミットメントは
意識的に行動に表れる。先ほどの例のとおり、社会的アイデンティティが促す恥や誇りとい
った行動は無意識的に表れるが、コミットメントに伴う組織に残る（あるいは、去る）とい
った行動は意識的に行われるのが通常である。 
先行研究においては、組織アイデンティフィケーションと、コミットメントが持つ３つの
特性のうち情緒的組織コミットメントとの違いを分析している。Riketta （2005）は、組織ア
イデンティフィケーションと情緒的組織コミットメントとの間に強い正の相関（r =.78）が見
致したうえで、先行研究のメタ分析により両者が異なる概念として識別でき、情緒的組織コ
ミットメントのほうが仕事関連の態度・行動変数との相関が高いことを示した。Meyer et al. 
（2006）では、組織アイデンティフィケーションと組織コミットメントとの関係において、
アイデンティフィケーションがコミットメントを媒介して行動や動機付けに影響を与えるこ
とを提示している。 
 
3.5 コスモポリタン・ローカル理論 
ここまでで、本研究において公認会計士は所属する組織、ならびに職業専門家としての両
面において、アイデンティフィケーション、ならびにコミットメントを有することが示され
た。では、組織アイデンティフィケーションとプロフェショナルアイデンティフィケーショ
ン、あるいは、組織コミットメントとプロフェッショナル・コミットメントの両方を有する
場合に、両者がどのような関係を有しているか。先行研究では、専門外の組織に所属する技
術者などを中心に検証が進められている。 
Gouldner（1957, 1958）は、職業専門家が組織に対して抱く態度を「ローカル」と「コスモ
ポリタン」という概念で説明している。「コスモポリタン」は、雇用されている組織に対する
忠誠心（コミットメント）が低く、専門的な自己充足に関心を向ける志向が強い者をいい、
「ローカル」は逆に雇用されている組織に対する忠誠心（コミットメント）が高い者をいう。
ここで、蔡（2007）は、組織に雇用されている科学者・技術者はコスモポリタン志向が強いゆ
えに、以下の役割コンフリクトを起こすとしている。 
 
・ お互いに追求する目標におけるコンフリクト（専門性の向上か、企業利益の維持か） 
・ 自律性と調整との間のコンフリクト 
・ 権威（特にマネジメント）に対するコンフリクト 
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・ 評価基準に関するコンフリクト 
 
なお、役割コンフリクトは、プロフェッショナル・コミットメントが高い場合に生じやす
いとされる。ただし、組織アイデンティフィケーション（コミットメント）とプロフェッシ
ョナル・アイデンティフィケーション（コミットメント）とが相矛盾するとは限らない。
Aranya & Ferris （1984）は、米国・カナダの公認会計士に対する調査で双方のコミットメン
トが高い公認会計士は、役割コンフリクトが起こりにくいことを示した。当該研究では、対
象としている公認会計士が雇用されている組織を会計・財務などの専門サービスを提供する
企業に限らず、メーカーや小売業など一般企業や公務まで広げている点に意義があるといえ
る。他方、藤本 （2001）は、メーカーに勤務する研究員が組織外で通用する体系化された専
門的知識を持ちながら、所属組織に対する愛着から転職意識を逓減させることを指摘してい
る。この場合、当該研究員は企業内でのヒエラルキーでは高い地位を占めていたとして、ア
カデミック・ヒエラルキーに転じると一から登りなおす必要があるため、現状の地位を維持
するという「ローカル・マキシマム」な構造にあると指摘している。 
 
3.6 プロティアン・キャリア 
移り変わる環境変化に柔軟に対応し自己のキャリアを形成する概念として、Hall （2002）
が提唱するプロティアン（変幻自在な）・キャリアがあげられる。プロティアン・キャリアと
は、組織によってではなく個人によって形成されるものであり、キャリアを営むその人の欲
求に見合うようにそのつど方向転換されるという考え方である。この点、ローカルとコスモ
ポリタンの議論にあるコミットメントから生じるコンフリクトを解消しつつ、自発的にキャ
リアを構築する考え方として注目される。 
プロティアン・キャリアの特色について、従来のキャリアとの違いから整理したのが表３
である。 
 
 
表３： 社会的アイデンティティ とコミットメントとの違い 
項 目 プロティアン・キャリア 伝統的キャリア 
キャリアの主体 個人 組織 
中核となる価値観 自由、成長 昇進、権力 
移動の程度 高い 低い 
重視されるパフォーマンスの 
尺度 
心理的成功 職位、給与 
重視される態度 職務満足 
プロフェッショナルコミット 
メント 
組織コミットメント 
重視されるアイデンティティ 自分を尊敬できるか（自尊心）？ 
自分は何をしたいのか 
（自己認識）？ 
自分は組織内で尊敬されている
か（他社からの敬意）？ 
自分は何をすべきか 
（組織内での気づき）？ 
重視されるアダプタビリティ 職務に関する柔軟性 
現在の能力（測度：市場価値） 
組織に関する柔軟性 
（測度：組織内での生き残り） 
出所：Hall （2002）, p 303．翻訳は筆者． 
 
 17 
 
プロティアン・キャリアを実現するうえで必要な要素として、Hall （2002）はアイデンテ
ィティとアダプタビリティの２つをあげている。 
アイデンティティについては、下位概念としてサブアイデンティティを定義したうえで、
例えば、ある人物がキャリアを構築するというサブアイデンティティ、父親としてのサブア
イデンティティ、地域の一員としてのサブアイデンティティを併存させている場合において、
その者がキャリアを成長させるには、キャリアに関わるサブアイデンティティを正しく認識
し、一貫したキャリアを歩む必要があると述べている。さらに、キャリア選択とは、サブア
イデンティティを選択することにあり、選択を通じてサブアイデンティティを拡張させるこ
とが、キャリアの発達につながると提起している。この考え方は、3.2 で述べたデュアル・ア
イデンティフィケーションの考え方に相通じるものがあるといえよう。 
他方、アダプタビリティについては、個人がアイデンティティの探索から環境からの反応
学習、行動とアイデンティティとの統合を繰り返し、組織などに適応するというモチベーシ
ョンを維持することが、アダプタビリティを高めることにつながるものとしている。 
 
3.7 先行研究の問題点と研究課題 
以上、本研究に関連する先行研究について整理した。整理の結果、先行研究から得られた
意義と課題を下記のとおり整理する。 
 
（１） アイデンティフィケーション理論、ならびにコミットメント理論は、公認会計士の
職業意識を検証するうえで有用な概念と考える。すなわち、公認会計士が所属する組織、あ
るいはプロフェッショナルとして、社会的アイデンティティ、あるいはコミットメントを持
つことによって職業意識がどのように変化するかを検証することで、今日の環境変化に対し
て公認会計士が職務を全うするための態様が明らかになるといえる。 
（２） 公認会計士に関するアイデンティフィケーションとコミットメント、ならびにこれ
らに対する職業意識に関する研究は、我が国においては数量的に少ないといわざるを得ず、
本研究は理論面においても、一定の意義を持つものと考える。 
（３） さらに、前章で述べた現在の経営環境の変化を考えると、先行研究で得た見解と異
なる結果が出る可能性も否定できない。例えば、大手監査法人の形成や監査手続の厳格化は、
近年起こった事象であり、先行研究でもこれらに対する職業意識への影響については、検証
が不足しているといえる。 
 
上記３点を踏まえ、本研究における研究課題を以下のとおり定める。 
 
（１） 公認会計士が自己の社会的アイデンティティをどのように確立したかによって、組
織、ないしはプロフェッションとしての貢献意識、すなわち情緒的コミットメントを構築す
ることになるのかを明らかにする。 
（２） 前項で構築した情緒的コミットメントが職業意識にどのような効果を与えるのかを
検証する。特に、先行研究で指摘されているローカル・コスモポリタン理論を踏まえ、組織
コミットメントとプロフェッショナル・コミットメントとが並存することによる行動特性の
変化に着目する。 
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（３） ローカル・コスモポリタン理論では、プロフェッショナルが所属する組織の業種に
より役割コンフリクトが発生する可能性が異なることも指摘している。よって、本研究では
公認会計士が所属する組織の業種の違いにより、職務の行動特性に与える効果の違いを明ら
かにする。ここで、本研究における業種について、下記のとおり定義する。 
 
「非専門組織」：会計に関する専門的サービスを提供することを目的としない業種の企業、
ないしは組織をいう。すなわち、製造業や卸売業、小売業、金融業、保険業、ならびに専門的
サービス業でも戦略系コンサルティングファームやＩＴ系コンサルティングファームなど、
公認会計士としての専門性が必須でない業種にかかる企業すべてを含めている。 
「専門組織」：会計に関する専門的サービスを提供することを目的とする業種、すなわち公
認会計士業に属する企業、ないしは組織をいう。具体的には、会計事務所や監査法人、なら
びに会計を専門とするコンサルティングファームが該当する。 
「大手監査法人」：上記「専門組織」のうち、EY、KPMG、Deloitte、PwC のメンバーファ
ーム、すなわち、新日本、あずさ、トーマツ、あらた、京都の５監査法人、ならびに当該グル
ープ会社をいう。前項で述べたとおり、公認会計士業界に関わる者にとって「大手」という
認知が他の業種に比べて明確に区別されること、さらに大手監査法人では他の専門組織と比
べ高度に組織化が進んでいることから、これらに所属する公認会計士が独特の行動特性を持
っていることが想定される。よって、大手監査法人在籍者の特性にも着目して検証すること
とする。本研究では、大手監査法人を含む広義の専門組織を単に「専門組織」、大手監査法人
以外の専門組織を「大手以外の専門組織」と表記し区別することとする。 
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4. 仮説の構築 
仮説に先立ち、本研究で検証する職業意識、すなわち職務に対する行動特性について、下
記３つを定義する。文中の略号は、以後図表上整理を容易にするために付している。 
 
「内発的動機付け（IM：intrinsic motivation）」：金銭的・物的報酬や社会的報酬を獲得する
ためでなく、やっていることそれ自体に動機づけられている状態（金井, 2011）をいう。 
「クライアントとの交換関係（CX：client-member exchange）」：公認会計士とクライアン
トとの交換関係をいい、当該指標の値が高いほど、クライアントに対する志向が高まり、良
好な交換関係が構築できていると知覚している状態を表す。 
「職務満足（JS：job satisfaction）」：現在携わっている職務に関する固有の環境に対する満
足度（Mowday, Steers & Porter, 1979）をいう。 
 
公認会計士の職務に関する行動特性を検証するうえで、アイデンティフィケーション、な
らびにコミットメントに基づき構築した仮説を図３のとおり整理した。以下、（１）アイデン
ティフィケーションとコミットメントとの関係にかかる仮説、（２）コミットメントと職務に
関する行動特性との関係にかかる仮説とに分けて説明する。 
 
図３： 仮説の全体構成図 
 
出所：筆者作成． 
 
  
OI
PI
IM
OC
PC
CX
JS
業種
アイデンティフィケーション
コミットメント
（一次的成果）
行動特性
（二次的成果）
Ｈ1
Ｈ2
Ｈ7a～7c
Ｈ9a～9c
Ｈ4
Ｈ3Ｈ5
Ｈ6
Ｈ8a～8c
Ｈ12a～12c
Ｈ10a～10c
Ｈ11a～11c
 20 
 
4.1 アイデンティフィケーションとコミットメントに関する仮説 
仮説１： 組織アイデンティフィケーション（OI）は組織コミットメント（OC）に対し、
正の関係を持つ。 
 
この仮説は、Meyer et al. （2006）では、アイデンティフィケーションがコミットメントを
媒介して行動や動機付けに影響を与えることを提示していることに準拠している。 
 
仮説２： プロフェッショナル・アイデンティフィケーション（PI）はプロフェッショナ
ル・コミットメント（PC）に対し、正の関係を持つ。 
 
仮説１で触れた先行研究をもとに、プロフェッションを「職業的集団」と捉えた場合、当
該集団に社会的アイデンティティを確立することで、プロとしての貢献意識が高まるとの考
えに基づく。 
 
仮説３： 所属する組織の業種の違いは、組織コミットメントに対し有意な関係を持つ。
具体的には、非専門組織に所属する場合に、専門組織と比較して正の関係を持つ。 
 
組織の一員としての役割が期待される非専門組織に所属することで、組織アイデンティフ
ィケーションと並行して組織への貢献意欲が高まる可能性を検証する必要がある。すなわち、
職務分掌が明確に分かれている非専門組織では、同じ専門性を持つ専門組織とは異なり、自
身がなすべき職務を明確に認識することが必要であることから、組織内でこれらを明確にす
ることで組織に対する情緒的な貢献意欲が高まるという考えに基づいている。 
 
仮説４： 所属する組織の業種の違いは、プロフェッショナル・コミットメントに対し有
意な関係を持つ。具体的には、専門組織に所属する場合に、非専門組織と比較して正の関係
を持つ。 
 
仮説３の対照的な位置づけとなる仮説である。同じ目的を有した専門組織に所属すること
で、プロフェッショナルとしての役割が明確になる、同じ専門性を持った同僚と相対するこ
となどを通じて、プロフェッションに対する意識が高まる可能性について言及する必要があ
る。 
 
仮説５： プロフェッショナル・アイデンティフィケーションは組織アイデンティフィケ
ーションと組織コミットメントとの関係を正の方向に調整する効果をもつ。すなわち、プロ
フェッショナル・アイデンティフィケーションが高い状況では両者の正の関係は強まる一方、
低い状況では両者の関係は弱まる。 
仮説６： 組織アイデンティフィケーションはプロフェッショナル・アイデンティフィケ
ーションとプロフェッショナル・コミットメントとの関係を正の方向に調整する効果をもつ。
すなわち、組織アイデンティフィケーションが高い状況では両者の正の関係は強まる一方、
低い状況では両者の関係は弱まる。 
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前述のとおり、先行研究では、組織アイデンティフィケーションとプロフェッショナル・
アイデンティフィケーションとの正の相関が見られることを示している（Bamber & Iyer, 
2002）。他方、「ローカル・コスモポリタン」理論のように組織人としてのコミットメントと、
職業専門家としてのコミットメントとが対立関係に陥る可能性も指摘されている。組織アイ
デンティフィケーションとプロフェッショナル・アイデンティフィケーションとが並存する
とき、互いのコミットメントを醸成する先行要因として、どのような関係が成り立つかを検
証する必要がある。 
本研究では、組織アイデンティフィケーションとプロフェッショナル・アイデンティフィ
ケーションとの交互作用項を変数に用いて、当該仮説を検証することとした。 
 
4.2 コミットメントと職務に関する行動特性に関する仮説 
各仮説に付している枝番はそれぞれ、内発的動機付け（IM）に関する仮説を a、クライア
ントとの交換関係（CX）に関する仮説を b、職務満足（JS）に関する仮説を c と表す。 
 
仮説７： 組織コミットメント（OC）は、職務に関する行動特性、すなわち内発的動機付
け（仮説７a）、クライアントとの交換関係（仮説７b）、ならびに職務満足（仮説７c）に対し、
正の関係を持つ。 
 
当該仮説は、先行研究において組織コミットメントが職務満足など職務に対する肯定的な
行動特性において正の関係を持つという結果に基づいている。 
 
仮説８： プロフェッショナル・コミットメント（PC）は、職務に関する行動特性、すな
わち内発的動機付け（仮説８a）、クライアントとの交換関係（仮説８b）、ならびに職務満足
（仮説８c）に対し、正の関係を持つ。 
 
仮説７に関連して、職業専門家として職務を全うしようとする意欲が高まることによって、
職務に関する行動特性に正の関係を与えるという、組織コミットメントと同様の関係が成立
するという仮説である。 
 
仮説９： プロフェッショナル・コミットメントは組織コミットメントと職務に関する行
動特性、すなわち内発的動機付け（仮説９a）、クライアントとの交換関係（仮説９b）、なら
びに職務満足（仮説９c）とのそれぞれの関係を調整する効果をもつ。具体的には、プロフェ
ッショナル・コミットメントが高い状況ではそれぞれの正の関係は強まる（ないしは弱まる）
一方、低い状況ではそれぞれの正の関係は弱まる（ないしは強まる）。 
 
複数のコミットメントが並存する場合に、職務に関する行動特性にどのような関係を持つ
かについて検証するための仮説であり、組織コミットメントとプロフェッショナル・コミッ
トメントとの交互作用項を用いて検証する。当該項目の位置づけは、プロフェッショナル・
コミットメントは個々の職務に対する意識なのに対し、組織コミットメントは所属する組織
 22 
 
に対する意識であることから、前者を調整変数、後者を独立変数として扱う。 
なお、当該仮説は交互作用項であるため正負の関係を明記していないが、「ローカル vs コ
スモポリタン」理論のとおり双方が並存することにより役割コンフリクトが発生すると考え
れば負の調整効果（相殺効果）が働き、プロティアン・キャリアのとおりプロフェッショナ
ル・コミットメントを維持しつつ組織に柔軟に対応できれば、正の調整効果（相乗効果）が
働くものと考えられる。 
 
仮説 10： 所属する組織の業種の違いは、組織コミットメントと職務に関する行動特性、
すなわち内発的動機付け（仮説 10a）、クライアントとの交換関係（仮説 10b）、ならびに職務
満足（仮説 10c）との関係を調整する効果をもつ。具体的には、非専門組織、ならびに大手監
査法人では、組織コミットメントと職務に関する行動特性との正の関係が促進される。 
 
専門組織では、専門性を発揮すれば組織内での役割を果たすことができるため、組織コミ
ットメントの重要性は非専門組織より低くなる可能性がある。他方、大手監査法人は組織内
の階層化、マニュアル化が進んでいるため、専門組織とはいえ組織との順応性が求められる
ことが考えられる。従って、当該仮説では、組織コミットメントを維持することが求められ
る非専門組織、ならびに大手監査法人に在籍する公認会計士にとって、組織コミットメント
が職務に対する行動特性に与える関係を促進する可能性を想定している。 
当該仮説では、公認会計士が所属する組織の業種と組織コミットメントとの交互作用項を
用いて検証する。 
 
仮説 11： 所属する組織の業種の違いは、プロフェッショナル・コミットメントと職務に
関する行動特性、すなわち内発的動機付け（仮説 11a）、クライアントとの交換関係（仮説 11b）、
ならびに職務満足（仮説 11c）との関係を調整する効果をもつ。具体的には、非専門組織では、
プロフェッショナル・コミットメントと職務に関する行動特性との正の関係が促進される。 
 
仮説 10 と関連したプロフェッショナル・コミットメントに対する仮説である。藤本（2001）
が提唱する「ローカル・マキシマム」について、当該研究では技術者に対する現象を説明し
たものだが、これが公認会計士でも成立するかを検証したものである。すなわち、組織内で
一定の職位にある者が、専門性よりも組織人としての貢献意識を優先することで職務に対す
る行動特性を維持するという考えに基づく。このような環境が成立するのは、専門的サービ
スを提供することを目的としない非専門組織において成立しやすく、この場合プロフェッシ
ョナル・コミットメントが職務に対する行動特性に与える関係を抑制することを想定してい
る。 
当該仮説では、公認会計士が所属する組織の業種とプロフェッショナル・コミットメント
との交互作用項を用いて検証する。 
 
仮説 12： 所属する組織の業種の違いは、プロフェッショナル・コミットメントが、組織
コミットメントと職務に関する行動特性、すなわち内発的動機付け（仮説 12a）、クライアン
トとの交換関係（仮説 12b）、ならびに職務満足（仮説 12c）との関係の調整効果をさらに調
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整する。具体的には、専門組織において、プロフェッショナル・コミットメントが高い場合
は、組織コミットメントと職務に関する行動特性との正の関係が強まる一方、専門組織以外
では、プロフェッショナル・コミットメントが高い場合でも、組織コミットメントと職務に
関する行動特性との正の関係は強まらない。 
 
仮説９はコミットメントどうしの交互作用、仮説 10 と仮説 11 は業種とコミットメントとの
交互作用に基づいて構築した仮説であるが、組織コミットメントを独立変数、プロフェッシ
ョナル・コミットメントと業種とを調整変数とする三要因交互作用についても検証する必要
がある。すなわち、同じ組織に所属する公認会計士でも、プロフェッショナル・コミットメ
ントが高い者と低い者とでは、組織コミットメントが職務に関する行動特性に与える効果も
変わりうるのかということを検証する。具体的には、会計に関する高度なサービスが求めら
れる専門組織では、たとえ組織に対する貢献意識が高くても、プロフェッショナルとしての
意識が低ければ組織に対する実質的な貢献が得られないため、職務に関する行動特性にネガ
ティブな効果が生じることが考えられる。当該仮説は、この可能性について検証するために
構築している。 
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5. 調査と分析 
5.1 調査の概要 
本研究にかかる調査は、2014 年 10 月 17 日から 20 日までの４日間、国内の専門組織、な
らびに非専門組織に所属する 31 歳から 49 歳までの公認会計士 115 名を対象に、専門の調査
会社による協力を得てインターネット調査を実施した（基準日は 2014 年 10 月１日現在、以
下同じ）。 
回収したサンプルに関する記述統計の結果は、表４に記載したとおりである。サンプルの
特性について、いくつか補足説明する。 
まず、女性の比率が少ないが、公認会計士・監査審査会が公表している各年度の合格者調
べによると、公認会計士試験合格者に占める女性の割合が約 18％にとどまっている。さらに、
わが国の職務環境における結婚や育児などによる退職者などを考慮すると、今回の比率は必
ずしも不適切とは言えない。 
また、公認会計士試験の合格者の平均年齢は概ね 26 歳で推移しているが、回答者の平均年
齢に標準偏差を加減した年齢、すなわち 35 歳から 45 歳というレンジと合わせると、回答者
の大半が 1995 年から 2005 年ごろに合格したものと推察される。これは公認会計士のキャリ
アに当てはまれば、マネージャー職として業務の責任者としてメンバーを監督する時期から、
専門組織に在籍していればパートナー（経営）職に就任する時期に該当し、組織、ならびに
職業専門家としてのアイデンティフィケーションやコミットメントを確固たるものにするの
に適した世代といえるだろう。 
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表４： 調査回答者の属性 
1．年齢 Mean 40.4 歳 
 S.D. 5.3  
    
2．性別 男性 105 91.3% 
 女性 10 8.7% 
 計 115 名 
    
3．試験合格年次 1996 年以前 33 28.7% 
 1997 年 7 6.1% 
 1998 年 5 4.3% 
 1999 年 3 2.6% 
 2000 年 6 5.2% 
 2001 年 8 7.0% 
 2002 年 11 9.6% 
 2003 年 7 6.1% 
 2004 年 6 5.2% 
 2005 年 5 4.3% 
 2006 年 7 6.1% 
 2007 年以降 17 14.8% 
 計 115 名 
    
4．勤続年数 Mean 9.0 年 
 S.D. 6.3  
    
5．年収 Mean 1,210 万円 
 S.D. 765  
       
6．業種  大手法人 G 44 38.3% 大手グループ 44 
（右は内訳）       
  会計専門業者 40 34.8% 大手グループ以外の監査法人 15 
     大手グループ以外の税理士法人 2 
     大手以外の会計・財務専門 
サービス業 
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  非専門業者 31 27.0% 製造業 7 
     卸売業、小売業 4 
     金融業、保険業 7 
     サービス業 
（会計・財務を専門としない） 
4 
     その他の業種 9 
  計 115 名   
       
7．職位  経営職 31 27.0%   
  管理職 40 34.8%   
  スタッフ職 37 32.2%   
  自営・フリー 7 6.1%   
  計 115 名   
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5.2 測定尺度 
アイデンティフィケーションやコミットメント、ならびに職務に関する行動特性を測定す
るために、各測定尺度は先行研究から可能な限り信頼性や妥当性に関する研究蓄積が進んで
いる既存の尺度を用いた。 
 
5.2.1 独立変数に関する尺度 
アイデンティフィケーションの項目は、Mael & Ashforth （1992）を参考にして６項目作
成した。原版（英語）の翻訳は筆者が行っている。例えば、「所属している組織が褒められる
と、自分自身も褒められたように思える」、「周りの人が、所属している組織にどのような印
象を持っているかについて、非常に関心を持っている」などがあげられる。なお、調査対象
者には経営職、あるいはフリーランスで活動している者も想定されることから、当該回答者
に対しては、「所属する」という表現を「経営する」に置き換えて回答できるよう配慮した。 
他方、プロフェッショナル・アイデンティフィケーションに関する項目は、Hekman et al. 
（2009）を参考に、上記６項目にある「所属している組織」という表現を「公認会計士」に置
き換えて作成した。例えば、「公認会計士について称えられると、自信につながる」、「周りの
人が公認会計士にどのような印象を持っているかについて、非常に関心を持っている」など
である。組織アイデンティフィケーションと同様、原版の翻訳は筆者が行っている。この手
法はアイデンティフィケーション、ならびにコミットメントにかかる先行研究でも用いられ
ている手法であり、本研究でも取り入れている。 
組織コミットメントの項目は、Meyer, Allen & Smith （1993）を参考にして、情緒的コミ
ットメントに関する質問を６項目作成した。例えば、「この組織は、私にとって個人的に多く
の意味（価値）を持っている」、「私は、この組織で自分の残りのキャリアを過ごすことがで
きたらとても幸せだろう」などがあげられる。当該項目は日本語訳された先行研究も多くあ
り、文言作成の参考としている。 
プロフェッショナル・コミットメントの項目は、Snizek （1972）が検証した Hall （1968）
のプロフェッショナリズムに関する質問項目から、２項目を抽出した。これら２項目につい
て、「定期的に専門誌、あるいは会計に関する記事を読む。」、「所属する組織以外でも、公認
会計士が参加する会合には普段から参加する。」、ならびに「周囲に、仕事に関する悩みや不
満を共有できる、公認会計士の仲間がいる。」の３項目を訳出し採用した。アイデンティフィ
ケーションと異なり、組織コミットメントに関する質問項目を変形させたものを採用しなか
ったのは、当該プロフェッショナリズムに関する項目が組織コミットメントと分離可能な概
念であるとの実証的検証が多く行われており（高木，1997）、組織コミットメントと並列に検
証することができると考えたためである。また、採用した項目も実務上の観点からも想定し
うる指標であり、尺度として適切であると判断した。 
アイデンティフィケーション、ならびにコミットメントに関する質問項目は、１：「全く当
てはまらない」から７：「非常に当てはまる」の７段階尺度によって回答してもらうよう設定
した。 
これらの質問項目に基づく調査結果をもとに、因子分析を行った。主因子法・プロマック
ス回転による因子分析を行ったところ、十分な因子負荷量を示さなかった３項目を除外し、
残り 18 項目から固有値１以上の４因子が抽出された。なお、回転前の４因子で 18 項目の全
 27 
 
分散を説明する割合は 64.2％であった。 
第１因子は当初想定した「プロフェッショナル・アイデンティフィケーション」のなかか
ら６項目、 第２因子は当初想定していた「組織コミットメント」から４項目、第４因子は当
初想定した「プロフェッショナル・コミットメント」のなかから２項目抽出されたことから、
そのまま第１因子を「プロフェッショナル・アイデンティフィケーション」、第２因子を「組
織コミットメント」、第４因子を「プロフェッショナル・コミットメント」と命名した。第３
因子は当初想定していた「組織アイデンティフィケーション」から５項目、「組織コミットメ
ント」から１項目抽出されたが、質問項目の類似性から「組織アイデンティフィケーション」
と命名した。 
 上記４つの内的整合性を検討するために各下位尺度のα係数を算出したところ，「プロフ
ェショナルアイデンティフィケーション」でα = .86 、「組織コミットメント」でα = .84 、
「組織アイデンティフィケーション」でα = .83 、「プロフェッショナル・コミットメントが」
でα = .60 となり、いずれも検証で用いるに足る内的一貫性が得られた尺度であると判断し
た。 
 
5.2.2 従属変数（職務に関する行動特性）に関する尺度 
内発的動機付けの質問項目は、Van Yperen & Hagedoorn （2003）で用いられている
Vallerand （1997）の 12 項目を参考にして作成した。例として、「自身の仕事についてより多
くのことを知ることは嬉しい」、「自身の仕事において新しいことをすることは嬉しい」など
があげられる。 
クライアントとの交換関係の質問項目は、日本労働研究機構研究所（1999）からワーク・
シチュエーションチェックリストにある「同僚や顧客との関係」に関する質問４項目を参考
にして作成した。例として、「クライアントとの間には信頼関係が成り立っている」、「クライ
アントは私の手腕を認めて仕事を任せてくれる」などがあげられる。 
最後に、職務満足の質問項目は、The Michigan Organizational Assessment Questionnaire 
（Cammann, Fichman, Jenkins & Klesh, 1979）から３項目を参考にして作成した。例として、
「全体的に見て、私は現在の仕事に満足している」、「概して、私は現在の仕事が好きではな
い」などがあげられる。 
職務に関する行動特性にかかる質問項目は、１：「全く当てはまらない」から７：「非常に
当てはまる」の７段階尺度によって回答してもらうよう設定した。 
職務に対する意識に関する 19 全項目に対して主因子法・プロマックス回転による因子分析
を行ったところ、固有値の変化は 10.765，2.319，1.328，0.678，0.585…というものであり、３
因子構造が妥当であると考えられた。さらに、複数の因子に高い負荷量を示すなどした５項
目を分析から除外し、再度主因子法・プロマックス回転による因子分析を行った。回転前の
３因子で 14 項目の全分散を説明する割合は 69.29％であった。 
第１因子は６項目で構成されており、職務への好奇心や前向きな取り組み姿勢など、職務
への動機付けに関する項目が高い負荷量を示していたことから、「内発的動機付け（IM）」と
命名した。第２因子は４項目で構成されており、クライアントからの承認や円滑なコミュニ
ケーションなど、回答者とクライアントとの交換関係に関する内容の項目が高い負荷量を示
していた。そこで「クライアントとの交換関係（CX）」と命名した。 
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第３因子は４項目で構成されており、仕事に対する満足度や好感に関する内容の項目が高
い負荷量を示していた。そこで「職務満足（JS）」と命名した。なお、第３因子には内発的動
機付けを想起して作成した項目「自身の仕事の中に喜びを感じるから」が含まれていたが、
質問の内容から職務満足と矛盾するものではなかったことから、第３因子の項目として含め
た。 
内的整合性を検討するために各下位尺度のα係数を算出したところ，「内発的動機付け」で
α = .93、「クライアントとの交換関係」でα = .89、「職務満足」でα = .87 と十分な値が得ら
れた。因子間相関分析の結果、３つの下位尺度は互いに有意な正の相関を示した。 
 
5.2.3 業種  
公認会計士が所属する組織の業種による違いを明らかにするため、非専門組織、専門組織、
ならびに大手監査法人にグルーピングできるよう質問項目を設定した。具体的には、会計に
関するサービスの提供を主たる目的とする専門組織として、「大手監査法人（いわゆる『Big
４』、グループ会社を含む）」、「上記１．（大手監査法人、以下同じ。）以外の監査法人」、「上記
１．以外の税理士法人」、「上記１．以外の会計・財務専門サービス業（コンサルティング、自
営を含む）」を、会計に関わるサービスの提供を主たる目的としない非専門組織として、「製
造業」、「卸売業、小売業」、「金融業、保険業」、「サービス業（会計・財務を専門としない）」、
「その他の業種」を項目とした。 
 
5.2.4 統制変数 
本調査では、性別、年齢、職位ならびに現在所属している組織に対する勤続年数を、コミ
ットメントならびに職務に関する行動特性と関係しうる変数としてコントロールすることに
した。このうち、職位は「経営職（パートナー職、取締役など）」、「管理職（ディレクター職、
マネージャー職、部長・課長職など）」、「非管理職（シニアスタッフ・スタッフ、主任職など）」
のほか、「自営・フリーランス（部下を持たない）」を項目として加えている。なお、本研究で
は特定の組織を経営、ないしは所属している公認会計士を対象とするため、いわゆる契約社
員は調査対象から外している。 
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6. 分析結果――仮説の検証 
第５章で説明した尺度を用いて、アイデンティフィケーションとコミットメントとの関係
に関する分析、ならびにコミットメントと職務に関する行動特性との関係に関する分析につ
いて、相関分析、ならびに階層的重回帰分析によって検証した。 
 
6.1 相関分析 
相関分析の結果は、表５のとおりである。 
組織アイデンティフィケーションとプロフェショナルアイデンティフィケーションの相関
係数は.368 と、弱い正の相関が見られた。他方、組織コミットメントとプロフェッショナル・
コミットメントの相関係数は.116 と、相関は見られなかった。 
職務に関する行動特性については、内発的動機付けとクライアントとの交換関係が.472、内
発的動機付けと職務満足が.664、クライアントとの交換関係と職務満足が.553 と、いずれも比
較的強い正の相関が見られた。 
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表５： 尺度間の相関分析  
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6.2 アイデンティフィケーションとコミットメントに関する分析 
5.2 で得られた測定尺度をもとに、４．で構築した仮説を階層的重回帰分析に基づき検証す
るとともに、４．で設定したモデルに沿ってパス解析を実施した。 
まず、アイデンティフィケーションとコミットメントとの関係に関する階層的重回帰分析
では、コミットメントを従属変数とし、統制変数、業種、アイデンティフィケーション、交互
作用項の順に独立変数を投入した。階層的重回帰分析、ならびにパス解析の結果は、表６、
ならびに図４のとおりである。 
分析の結果、組織コミットメントについては、組織アイデンティフィケーションの正の主
効果（β=.54，p<.001）のみ有意であった。従って、仮説１は支持されたのに対し、仮説３、
仮説５は支持されなかった。 
次に、プロフェッショナル・コミットメントについては、プロフェショナルアイデンティ
フィケーションからの正の主効果（β=.44，p<.001）のみ有意であった。従って、仮説２は支
持されたのに対し、仮説４、仮説６は支持されなかった。 
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表６： 重回帰分析の結果（アイデンティフィケーションとコミットメントとの関係） 
 
 
  
組織コミットメント
Model 1 Model 2 Model 3 Model 4
β t β t β t β t
Step1：統制変数
性別 -.13 -1.40 -.14 -1.54 -.12 -1.51 -.12 -1.50
年齢 .02 .15 .01 .07 -.02 -.18 -.02 -.18
経営職_ダミー -.02 -.08 .03 .17 .09 .58 .10 .60
管理職_ダミー -.22 -1.12 -.12 -.60 -.04 -.20 -.03 -.15
非管理職_ダミー -.34 -1.69 † -.23 -1.06 -.10 -.56 -.10 -.52
勤続年数 -.06 -.53 .06 .49 .02 .16 .02 .18
Step2：業種
大手_ダミー -.26 -2.18 * -.09 -.83 -.09 -.84
専門_ダミー .03 .22 -.04 -.36 -.04 -.38
Step3：アイデンティフィケーション
OI .55 6.38 *** .54 6.20 ***
PI -.02 -.21 -.01 -.14
Step4：２要因交互作用
OI×PI .02 .20
R 2 .103 † .152 * .406 *** .407 ***
ΔR 2 .049 † .254 *** .000
プロフェッショナルコミットメント
Model 1 Model 2 Model 3 Model 4
β t β t β t β t
Step1：統制変数
性別 -.11 -1.10 -.16 -1.61 -.09 -1.04 -.09 -1.05
年齢 -.06 -.51 -.05 -.42 -.06 -.58 -.06 -.60
経営職_ダミー .07 .35 .12 .64 .15 .82 .20 1.11
管理職_ダミー .05 .24 .16 .76 .19 .95 .25 1.27
非管理職_ダミー -.01 -.05 .14 .63 .17 .81 .21 1.03
勤続年数 -.12 -1.04 -.18 -1.50 -.17 -1.57 -.15 -1.38
Step2：業種
大手_ダミー -.01 -.07 .08 .72 .06 .52
専門_ダミー .32 2.69 ** .24 2.17 * .22 1.98 †
Step3：アイデンティフィケーション
OI .02 .18 -.01 -.09
PI .40 4.34 *** .44 4.60 ***
Step4：２要因交互作用
OI×PI .13 1.44
R 2 .027 .111 .265 *** .279 ***
ΔR 2 .084 ** .154 *** .014
（備考）
略号は、OI：組織アイデンティフィケーション、PI：プロフェッショナルアイデンティフィケーション、
R
2は決定係数、ΔR 2は前モデルとの決定係数の差分である。
有意水準は、† p <.10、* p <.05、** p <.01、*** p <.001
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図４： アイデンティフィケーションとコミットメントとの関係 
 
 
6.3 コミットメントと職務に関する行動特性に関する分析 
次に、コミットメントと職務に関する行動特性との関係に関する階層的重回帰分析では、
職務に関する行動特性を従属変数とし、統制変数、業種、アイデンティフィケーション、コ
ミットメント、業種とコミットメントとの二要因交互作用項、業種と２つのコミットメント
との三要因交互作用項の順に独立変数を投入した。なお、アイデンティフィケーションを独
立変数に含めたのは、アイデンティフィケーションから職務に関する行動特性に対し、コミ
ットメントに経由せず直接的に関係がないことを検証するためである。階層的重回帰分析、
ならびにパス解析の結果は、表７、ならびに図５のとおりである。 
 
  
有意差のある効果のみ記載（***p  <.001）
OI
PI
.44 ***
R2=.41
OC
.36 ***
PC
R2=.28
.54 ***
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表７－１： 重回帰分析の結果（職務に関する行動特性） 
 
 
  
内発的動機付け
Model 1 Model 2 Model 3 Model 4 Model 5 Model 6
β t β t β t β t β t β t
Step1：統制変数
性別 -.08 -.83 -.07 -.72 -.03 -.29 .05 .63 .04 .53 .03 .33
年齢 -.06 -.53 -.06 -.54 -.08 -.73 -.05 -.52 -.09 -.90 -.06 -.63
経営職_ダミー -.12 -.63 -.13 -.66 -.09 -.50 -.19 -1.13 -.23 -1.40 -.16 -.98
管理職_ダミー -.24 -1.15 -.26 -1.17 -.21 -1.00 -.27 -1.49 -.32 -1.74 † -.21 -1.14
非管理職_ダミー -.36 -1.70 † -.39 -1.67 † -.32 -1.45 -.35 -1.83 † -.36 -1.88 † -.25 -1.28
勤続年数 -.06 -.57 -.06 -.47 -.07 -.61 -.01 -.06 .02 .22 .03 .26
Step2：業種
大手_ダミー .01 .08 .13 1.06 .13 1.18 .11 .99 .11 1.03
専門_ダミー -.05 -.43 -.12 -1.04 -.21 -1.98 * -.17 -1.62 -.15 -1.49
Step3：アイデンティフィケーション
OI .23 2.31 * .04 .34 .08 .81 .05 .53
PI .22 2.20 * .06 .62 .05 .48 .03 .36
Step4：コミットメント
OC .35 3.45 *** .32 3.14 ** .26 2.37 *
PC .41 4.51 *** .48 5.22 *** .47 5.19 ***
Step5：２要因交互作用
OC×PC .05 .51 .06 .60
OC×大手・ダミー .25 2.54 * .28 2.61 *
PC×大手・ダミー -.01 -.09 .01 .08
OC×専門・ダミー -.30 -3.08 ** -.26 -2.58 *
PC×専門・ダミー .02 .25 .02 .18
Step6：３要因交互作用
OC×PC×大手・ダミー -.13 -1.17
OC×PC×専門・ダミー .27 2.62 *
R 2 .047 .049 .170 ** .384 *** .454 *** .491 ***
ΔR 2 .002 .121 *** .214 *** .070 * .037 *
クライアントとの交換関係
Model 1 Model 2 Model 3 Model 4 Model 5 Model 6
β t β t β t β t β t β t
Step1：統制変数
性別 -.03 -.36 -.05 -.48 -.02 -.22 .06 .65 .01 .08 .00 .01
年齢 .06 .54 .06 .56 .05 .47 .08 .81 .11 1.12 .13 1.27
経営職_ダミー -.30 -1.57 -.28 -1.46 -.26 -1.34 -.34 -2.02 * -.29 -1.71 † -.24 -1.39
管理職_ダミー -.41 -2.06 * -.38 -1.78 † -.34 -1.64 -.40 -2.14 * -.31 -1.62 -.23 -1.18
非管理職_ダミー -.37 -1.82 † -.33 -1.47 -.28 -1.27 -.31 -1.55 -.22 -1.13 -.14 -.69
勤続年数 .19 1.75 † .18 1.46 .16 1.39 .22 2.10 * .24 2.35 * .25 2.41 *
Step2：業種
大手_ダミー .00 -.03 .08 .63 .08 .70 .02 .15 .03 .27
専門_ダミー .09 .73 .04 .37 -.03 -.30 -.04 -.35 -.04 -.34
Step3：アイデンティフィケーション
OI .18 1.78 † -.02 -.16 -.01 -.05 -.03 -.32
PI .11 1.12 -.03 -.33 .04 .45 .03 .31
Step4：コミットメント
OC .35 3.38 ** .27 2.54 * .28 2.40 *
PC .37 3.97 *** .38 4.05 *** .37 3.89 ***
Step5：２要因交互作用
OC×PC .19 2.00 * .20 2.04 *
OC×大手・ダミー -.11 -1.10 -.05 -.47
PC×大手・ダミー .05 .50 .05 .46
OC×専門・ダミー -.26 -2.62 * -.27 -2.54 *
PC×専門・ダミー .00 -.04 -.01 -.13
Step6：３要因交互作用
OC×PC×大手・ダミー -.15 -1.35
OC×PC×専門・ダミー .13 1.23
R 2 .097 † .103 .155 † .347 *** .420 *** .433 ***
ΔR 2 .006 .052 * .192 *** .073 * .013
（備考）
略号は、OI：組織アイデンティフィケーション、PI：プロフェッショナルアイデンティフィケーション、
OC：組織コミットメント、PC：プロフェッショナルコミットメントを表す。
R 2 は決定係数、ΔR 2 は前モデルとの決定係数の差分である。
有意水準は、† p <.10、* p <.05、** p <.01、*** p <.001
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表７－２： 重回帰分析の結果（職務に関する行動特性・つづき） 
 
 
  
職務満足
Model 1 Model 2 Model 3 Model 4 Model 5 Model 6
β t β t β t β t β t β t
Step1：統制変数
性別 -.12 -1.24 -.13 -1.29 -.11 -1.15 .01 .08 -.01 -.21 -.03 -.41
年齢 -.08 -.72 -.09 -.78 -.10 -.92 -.07 -.92 -.08 -.99 -.06 -.77
経営職_ダミー -.06 -.33 -.03 -.18 .00 -.01 -.11 -.79 -.08 -.54 -.03 -.23
管理職_ダミー -.23 -1.13 -.17 -.79 -.12 -.58 -.14 -.95 -.10 -.68 -.04 -.23
非管理職_ダミー -.28 -1.36 -.22 -.95 -.15 -.67 -.12 -.72 -.04 -.23 .03 .19
勤続年数 .09 .84 .17 1.39 .15 1.26 .18 2.11 * .21 2.43 * .21 2.48 *
Step2：業種
大手_ダミー -.17 -1.34 -.07 -.57 -.03 -.31 -.05 -.57 -.06 -.64
専門_ダミー .01 .07 -.03 -.25 -.07 -.75 -.08 -.86 -.06 -.67
Step3：アイデンティフィケーション
OI .28 2.75 ** -.13 -1.52 -.07 -.81 -.09 -.98
PI .02 .21 -.07 -.93 -.10 -1.21 -.10 -1.30
Step4：コミットメント
OC .75 8.81 *** .73 8.46 *** .67 7.17 ***
PC .27 3.48 *** .31 3.93 *** .30 3.94 ***
Step5：２要因交互作用
OC×PC .11 1.39 .12 1.48
OC×大手・ダミー .11 1.40 .11 1.25
PC×大手・ダミー .10 1.23 .12 1.47
OC×専門・ダミー -.15 -1.87 † -.11 -1.27
PC×専門・ダミー -.15 -1.84 † -.15 -1.90 †
Step6：３要因交互作用
OC×PC×大手・ダミー -.04 -.47
OC×PC×専門・ダミー .20 2.32 *
R 2 .067 .088 .161 ** .568 *** .608 *** .632 ***
ΔR 2 .021 .072 * .407 *** .040 † .024 †
（備考）
略号は、OI：組織アイデンティフィケーション、PI：プロフェッショナルアイデンティフィケーション、
OC：組織コミットメント、PC：プロフェッショナルコミットメントを表す。
R 2 は決定係数、ΔR 2 は前モデルとの決定係数の差分である。
有意水準は、† p <.10、* p <.05、** p <.01、*** p <.001
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図５： 業種、コミットメント、ならびに職務に関する行動特性の関係 
 
 
有意差のある効果のみ記載（*p  <.05，**p  <.01，***p  <.001）
IM
-.26 *.27 *
OC
PC
.26 *
専門_D
.47 ***
R2=.49
CX
.20 *
OC
PC
.28 *
専門_D
.37 ***
R2=.43
-.27 * 勤続年数
.25 *
JSOC
PC
.67 ***
専門_D
.30 ***
R2=.63
.20 *
勤続年数
.21 *
大手_D
.28 *
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まず、内発的動機付けについては、組織コミットメント（β=.26，p<.05）、ならびにプロフ
ェッショナル・コミットメント（β=.47，p<.001）が有意な正の主効果を示していた。また、
業種とコミットメントとの交互作用項については、組織コミットメントと大手監査法人在籍
との二要因交互作用（β=.28，p<.05）、組織コミットメントと専門組織在籍との二要因交互作
用（β=-.26，p<.05）、ならびに組織コミットメント、プロフェッショナル・コミットメントお
よび専門組織在籍との三要因交互作用（β=.27，p<.05）がいずれも統計的に有意な効果を示
していた。以上より、仮説７a、仮説８a は支持され、仮説９a、仮説 11a は支持されなかっ
た。仮説 10a と仮説 12a については、交互作用にかかる追加分析で改めて検証する。 
次に、クライアントとの交換関係については、組織コミットメント（β=.28，p<.05）、なら
びにプロフェッショナル・コミットメント（β=.37，p<.001）が有意な正の主効果を示してい
た。さらに、組織コミットメントとプロフェッショナル・コミットメントとの交互作用（β
=.20，p<.05）についても有意となった。また、業種とコミットメントとの交互作用項につい
ては、組織コミットメントと専門組織在籍との二要因交互作用（β=-.27，p<.05）がいずれも
統計的に有意な効果を示していた。以上より、仮説７b、仮説８b、ならびに仮説９b は支持さ
れ、仮説 11b と仮説 12b は支持されなかった。仮説 10b については、交互作用にかかる追加
分析で改めて検証する。なお、統制変数のうち現在所属している組織の勤続年数（β=.25，
p<.05）も有意となった。 
最後に職務満足については、組織コミットメント（β=.67，p<.001）、ならびにプロフェッ
ショナル・コミットメント（β=.30，p<.001）が有意な正の主効果を示していた。また、業種
とコミットメントとの交互作用項については、組織コミットメント、プロフェッショナル・
コミットメント、および専門組織在籍との三要因交互作用（β=.20，p<.05）がいずれも統計
的に有意な効果を示していた。以上より、仮説７c、仮説８c が支持され、仮説９c、仮説 10c、
ならびに仮説 11c は支持されなかった。仮説 12c については、交互作用にかかる追加分析で
改めて検証する。なお、統制変数のうち現在所属している組織の勤続年数（β=.21，p<.05）
も有意となった。 
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6.4 交互作用に関する追加分析 
前項で有意となった交互作用項について、グラフ化することで追加的に分析を行った。 
まず、組織コミットメントとプロフェッショナル・コミットメントとの交互作用について
は、クライアントとの交換関係に対して有意な関係を示したが、それをグラフ化したものを
図６で示した。具体的には、プロフェッショナル・コミットメントが高い公認会計士は、組
織コミットメントとクライアントとの交換関係との正の関係が促進されるのに対し、プロフ
ェッショナル・コミットメントが低い公認会計士は、正の関係が抑制される。以上より、仮
説９b は互いのコミットメントが高いときに正の関係が促進されるという点で支持された。 
 
図６： クライアントとの交換関係におけるコミットメント相互の交互作用 
 
 
次に、業種とコミットメントとの交互作用項のうち有意な関係が認められたものについて、
グラフ化したものを図７から図 11 で示した。 
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されるのに加えて、それらを促進する関係も有しているといえる。以上より、仮説 10a は大
手監査法人、大手以外の専門組織、ならびに非専門組織において、それぞれ異なる関係があ
るという点で支持された。 
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図７： 専門組織における組織コミットメントの交互作用（内発的動機付け） 
 
 
図８： 大手監査法人における組織コミットメントの交互作用（内発的動機付け） 
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さらに、内発的動機付けについては、組織コミットメント、プロフェッショナル・コミッ
トメント、および専門組織との三要因交互作用も有意な関係が見出されたことから、専門組
織在籍者と非専門組織在籍者とに分けて効果の詳細な内容を分析した（図９）。分析の結果、
専門組織に在籍する公認会計士は、プロフェッショナル・コミットメントが高ければ、組織
コミットメントと内発的動機付けとの正の関係はある程度促進されるのに対し、プロフェッ
ショナル・コミットメントが低ければ、組織コミットメントと内発的動機付けとの正の関係
を阻害する効果をもたらす。他方、非専門組織に在籍する公認会計士は、組織コミットメン
トと内発的動機付けとの正の関係が促進される点で共通しているが、プロフェッショナル・
コミットメントが強い公認会計士よりも弱い公認会計士のほうが、より強く促進されること
がわかった。両者のグラフを比較すると、プロフェッショナル・コミットメントが高い場合
は概ね同程度の効果がもたらされるのに対し、低い場合は逆方向の効果がもたらす点で大き
く異なっている。以上より、仮説 12a は専門組織に在籍する公認会計士と非専門組織に在籍
する公認会計士とでは、プロフェッショナル・コミットメントが低い場合に異なる効果をも
たらすという点で支持された。 
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図９： 組織コミットメントとプロフェッショナル・コミットメントとの三要因交互作用 
   （内発的動機付け） 
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の関係が抑制される。以上より、仮説 10b は専門組織と非専門組織とで、組織コミットメン
トとクライアントとの交換関係との正の関係が異なるという点で支持された。 
 
図 10： 専門組織における組織コミットメントの交互作用（クライアントとの交換関係） 
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士について、プロフェッショナル・コミットメントが高い場合に組織コミットメントと職務
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図 11： 組織コミットメントとプロフェッショナル・コミットメントとの三要因交互作用 
   （職務満足） 
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6.5 まとめ 
以上の分析から得られた仮説の検証結果を表８のとおりまとめた。 
 
表８： 仮説検証の結果 
仮  説 結 論 
H1 組織アイデンティフィケーション（OI）は組織コミットメント（OC）に対
し、正の関係を持つ。 
支持 
H2 プロフェッショナル・アイデンティフィケーション（PI）はプロフェッシ
ョナルコミットメント（PC）に対し、正の関係を持つ。 
支持 
H3 所属する組織の業種の違いは、組織コミットメントに対し有意な関係を持
つ。具体的には、非専門組織に所属する場合に、専門組織と比較して正の
関係を持つ。 
不支持 
H4 所属する組織の業種の違いは、プロフェッショナル・コミットメントに対
し有意な関係を持つ。具体的には、専門組織に所属する場合に、非専門組
織と比較して正の関係を持つ。 
不支持 
H5 プロフェッショナル・アイデンティフィケーションは組織アイデンティフ
ィケーションと組織コミットメントとの関係を正の方向に調整する効果を
もつ。すなわち、プロフェッショナル・アイデンティフィケーションが高
い状況では両者の正の関係は強まり、低い状況では両者の関係は弱まる。 
不支持 
H6 組織アイデンティフィケーションはプロフェッショナル・アイデンティフ
ィケーションとプロフェッショナル・コミットメントとの関係を正の方向
に調整する効果をもつ。すなわち、組織アイデンティフィケーションが高
い状況では両者の正の関係は強まり、低い状況では両者の関係は弱まる。 
不支持 
H7 組織コミットメント（OC）は、職務に関する行動特性、すなわち内発的動
機付け（H7a）、クライアントとの交換関係（H7b）、ならびに職務満足（H7c）
に対し、正の関係を持つ。 
支持 
H8 プロフェッショナル・コミットメント（PC）は、職務に関する行動特性、
すなわち内発的動機付け（H8a）、クライアントとの交換関係（H8b）、ならび
に職務満足（H8c）に対し、正の関係を持つ。 
支持 
H9 プロフェッショナル・コミットメントは組織コミットメントと職務に関す
る行動特性、すなわち内発的動機付け（H9a）、クライアントとの交換関係
（H9b）、ならびに職務満足（H9c）とのそれぞれの関係を調整する効果をも
つ。具体的には、プロフェッショナル・コミットメントが高い状況ではそ
れぞれの正の関係は強まる（ないしは弱まる）一方、低い状況ではそれぞ
れの正の関係は弱まる（ないしは強まる）。 
部分的支持 
（H9bで有意） 
H10 所属する組織の業種の違いは、組織コミットメントと職務に関する行動特
性、すなわち内発的動機付け（H10a）、クライアントとの交換関係（H10b）、
ならびに職務満足（H10c）との関係を調整する効果をもつ。具体的には、非
専門組織、ならびに大手監査法人では、組織コミットメントと職務に関す
る行動特性との正の関係が促進される。 
部分的支持 
（H10aが専門組
織・大手監査法人
で有意。H10bが専
門組織で有意） 
H11 所属する組織の業種の違いは、プロフェッショナル・コミットメントと職
務に関する行動特性、すなわち内発的動機付け（H11a）、クライアントとの
交換関係（H11b）、ならびに職務満足（H11c）との関係を調整する効果をも
つ。具体的には、非専門組織では、プロフェッショナル・コミットメント
と職務に関する行動特性との正の関係が促進される。 
不支持 
H12 所属する組織の業種の違いは、プロフェッショナル・コミットメントが、
組織コミットメントと職務に関する行動特性、すなわち内発的動機付け
（H12a）、クライアントとの交換関係（H12b）、ならびに職務満足（H12c）と
の関係の調整効果をさらに調整する。具体的には、専門組織において、プ
ロフェッショナル・コミットメントが高い場合は、組織コミットメントと
職務に関する行動特性との正の関係が強まる一方、専門組織以外では、プ
ロフェッショナル・コミットメントが高い場合でも、組織コミットメント
と職務に関する行動特性との正の関係は強まらない。 
部分的支持 
（H12a、H12c で有
意。） 
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7. 考察と課題 
本研究では、アイデンティフィケーション理論やコミットメント理論などの先行研究、な
らびに公認会計士を取り巻く環境を踏まえ、職務に関する行動特性に関する仮説モデルを構
築し、実証的検討を行った。本章では、検討の結果に基づく理論上、ならびに実務上の貢献
と、今後の課題について整理する。 
 
7.1 アイデンティフィケーションとコミットメントに関する考察 
アイデンティフィケーションとコミットメントとの関係を軸とした仮説１～６の検討結果
から、コミットメント形成にあたっては、個々の公認会計士が持つアイデンティフィケーシ
ョンにのみ関係を有し、他のアイデンティフィケーションや所属する組織の業種には影響し
ないということがわかった。組織コミットメントは専ら組織アイデンティフィケーションか
ら、プロフェッショナル・コミットメントは専らプロフェショナルアイデンティフィケーシ
ョンから、それぞれの形成に影響を与えるということになる。他方、相関分析の結果から組
織アイデンティフィケーションとプロフェショナルアイデンティフィケーションとは弱い正
の相関が見出されたことから、アイデンティフィケーションそのものの形成にあたって相互
に影響する可能性は否定できないといえる。ただし、本研究ではアイデンティフィケーショ
ンそのものがどのように形成されるかについては対象外としている。従って、アイデンティ
フィケーション形成が所属する組織の業種にどのような影響を受けるについては、さらなる
検証が必要になると考える。 
 
7.2 コミットメントと職務に関する行動特性に関する考察 
次に、コミットメントと職務に関する行動特性との関係のうちコミットメント自体に関す
る仮説７～９の検討結果から、内発的動機付け、クライアントとの交換関係、ならびに職務
満足のいずれについても、組織コミットメント、ならびにプロフェッショナル・コミットメ
ントと有意な正の関係があることがわかった。図４を詳細に分析すると、内発的動機付けで
はプロフェッショナル・コミットメント（β=.47）との関係が組織コミットメント（β=.26）
よりも強いのに対し、職務満足では組織コミットメント（β=.67）との関係がプロフェッショ
ナル・コミットメント（β=.30）よりも強いといえる。さらに、クライアントとの交換関係で
は、プロフェッショナル・コミットメントが高い場合に、組織コミットメントとの正の関係
が促進されることも確かめられた。これらの関係をまとめると、職業専門家である公認会計
士にとって、プロフェッショナル・コミットメントを高めることが内発的動機付けや職務満
足を得るのに必要であることはもちろん、職場環境を整備し組織コミットメントを高めるこ
とも重要であるということを示している。職務満足に関しては、所属する組織への関わりを
良好にする意識を、専門性を高める意識よりも優先されるとも解釈できる。ともすれば専門
性を優先しがちな公認会計士にとって、組織の重要性を認識するうえで極めて有用な結果と
いえるだろう。 
 
7.3 所属する組織の業種に関する考察 
7.1 で触れたとおり、アイデンティフィケーションからコミットメントへの関係については
有意な関係を見出すことができなかったのに対し、コミットメントから職務に関する行動特
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性への関係については、公認会計士が所属する組織の業種により有意な差異がいくつか見い
だされた。本項では、所属する組織の業種により公認会計士の意識がどのように変化するか
を、検証結果をもとに整理する。整理した結果を表９のとおりである。 
 
表９： 業種による組織コミットメント（OC）と職務に関する行動特性との関係の違い 
 内発的動機付け 
クライアントとの交換関係 職務満足 
業種との調整 業種・PC との調整 
専門組織 
OCとの正の関係が
抑制される。 
→PC との関係が重
視される。 
PC が低いとき、OC
の上昇が逆効果と
なる。 
→OCの効果を維持
するには、PC を高
く維持する必要が
ある。 
OCとの正の関係が
抑制される。 
→PC との関係が重
視される。 
PC が高いときに
OCとの正の関係が
促進する。 
→PC との関係が重
視される。  大手 
OCとの正の関係は
維持（促進）される。 
→OCとの関係が重
視される。 
非専門組織 
OCとの正の関係は
維持（促進）される。 
→OCとの関係が重
視される。 
PC が低いとき、OC
の上昇により、正の
関係が促進される。 
→PC より OC との
関係が優先される。 
OCとの正の関係は
維持（促進）される。 
→OCとの関係が重
視される。 
PC による調整効果
はない。 
（備考）PC：プロフェッショナル・コミットメント 
 
今回の分析結果で明確に区別できるのは、専門組織に所属する公認会計士と、非専門組織
に所属する公認会計士に関するコミットメントの重心の取り方である。専門組織に所属する
公認会計士の特徴を端的に言えば、プロフェッショナル・コミットメント、すなわち専門性
を高めるという意識を持つことが、組織コミットメント、すなわち組織に対する貢献意識を
持つよりも優先されるということにある。それが如実に現れているのが内発的動機付けで、
仮に組織に対して愛着を持ち貢献意識を高めたとしても、専門性を高めようとする意識を持
たなければ、かえって内発的動機付けが下がってしまうのである。この結果は専門組織とい
う特質を考えれば、ある意味当然といえる。専門組織がそのメンバーである公認会計士に求
めるのは、公認会計士が持つ専門性であるはずであり、それに応えることにより動機付けや
職務満足、さらにはクライアントとの良好な交換関係が維持できるということは、まさに公
認会計士として求められている使命にもつながっているといえよう。 
これに対し、非専門組織に所属する公認会計士の特徴は、組織コミットメント、すなわち
組織に対する貢献意識を持つことが、プロフェッショナル・コミットメント、すなわち専門
性を高める意識を持つ以上に価値があるという点にある。検証結果を見ると、クライアント
との交換関係で言えば、組織コミットメントを高めることでクライアントとの交換関係が促
進されることがわかった。さらに内発的動機付けに至っては、プロフェッショナル・コミッ
トメントが低い場合のほうが、かえって組織コミットメントと内発的動機付けとの正の関係
が促進されるという結果も得られた。これらを解釈すると、非専門組織がそのメンバーであ
る公認会計士に求めるのは組織に対する貢献という点で専門組織と変わらないはずだが、そ
れは必ずしも会計という専門性に限らないとも解釈しうる。これに対しては、二通りの解釈
が可能である。 
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解釈１ 所属するメンバー（公認会計士）にとって非専門組織が求める専門性さえ維持で
きれば十分であり、あとは組織に対する貢献に努めればよい。 
 
この解釈は、先行研究にあるローカル・マキシマムに通じた考え方である。すなわち、自
身が発揮すべき専門性は非専門組織内部において求められるレベルと認識し、それ以上に組
織との調和を重視するほうが、メンバーとしての動機付けや職務満足が得られやすいという
価値観にある。もっとも、非専門組織が要求する専門性のレベルが高いか低いかについては、
非専門組織の状況によるため、一義的ではないことに留意する。 
 
解釈２ 公認会計士が持つ専門性と関わりが乏しい部署に配属されたとしても、メンバー
としての貢献意識が高ければ動機付けや職務満足を得ることができる。 
 
解釈１ではあくまで公認会計士が比較的専門性を発揮しやすい部署、例えば経理部や財務
部、あるいは工場内での原価管理部門を想定している。それに対し、解釈２では専門性が異
なっていても組織に対する貢献意識が強ければ、柔軟に適応して内発的動機付けや職務満足
を得ることができるという解釈である。ここで誤解しないでほしいのが、専門性が異なる部
署で貢献することが、会計にかかる専門性そのものを否定したわけではないということであ
る。むしろ、一つの分野で専門性を高めたという実力があるのだから、他の分野でも努力す
れば期待に応えられる専門性を構築できるであろうという自信を持っているという点である。
この点で、プロティアン・キャリアに通じる解釈と考えている。筆者の周辺では、大手繊維
メーカーのグループ会社で、経営・組織風土改革をサポートするコンサルティング会社に勤
める後輩は、育児に従事する男性（いわゆる「イクメン」）を支援するサービス提供に専念し
た結果、志を同じくする数名とともに父親支援を目的としたＮＰＯ法人を立ち上げるまでに
至っている。非専門組織に所属する公認会計士の数はリーマン・ショック以降増加傾向にあ
るが、詳細についてはまだ検証が不足しているといえる。定性的、ないしは定量的な分析を
経ながら、その実態を明らかにすることが今後の課題であるといえる。 
最後に、大手監査法人と大手以外の専門組織との差異についても触れる。本研究では、「2.3 
現在の職場環境」で説明したとおり、一部専門組織の大規模化やそれに伴う監査手続などの
マニュアル化、さらにリーマン・ショックに伴う大手監査法人でのリストラにより、先行研
究における専門組織と非専門組織という区分に加え、大手監査法人として特有の傾向が生じ
ている可能性についても検証した。その結果、内発的動機付けに関して、大手以外の専門組
織、ならびに非専門組織とは異なる傾向が見いだされた。具体的には、元来の専門組織とし
ての傾向、すなわち仮説 12a のとおり、プロフェッショナル・コミットメントが低い場合に
は組織コミットメントが高まると、かえって内発的動機付けが低下する。逆に、仮説 10a の
とおり、大手監査法人では、大手以外の専門組織と異なり、組織コミットメントと内発的動
機付けとの正の関係が促進される傾向も持っている。このことは、大手監査法人に在籍する
公認会計士は、プロフェッショナル・コミットメント、すなわち専門職としての貢献意識を
維持することが求められるのに加え、組織に対しても順応性が求められることを意味してい
る。いわば、専門性を維持すれば順調にキャリアを構築できるというこれまでの公認会計士
のイメージでは、大手監査法人では通用しないといえよう。ただし、これは必ずしも否定的
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な傾向とは言い切れない。というのも、大手監査法人が主とするクライアントは国内外で事
業を展開する大企業であり、これらの企業に対し専門的なサービスを展開するためには、組
織的、あるいはシステム化された体制を築くことも重要だからである。それゆえ、大手監査
法人で組織コミットメントが求められるというのは、公認会計士にも組織を管理する能力、
ひいては経営センスが求められているともいえる。その意味で本研究の結果は、しばしば専
門的能力に議論が傾きがちな公認会計士のスキルに関する論点で、経営という観点からも検
討する必要があるのではないかという課題を提示できたという点で貢献できたと考えている。 
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8.  結び 
本研究では、現代の公認会計士を取り巻く環境において、公認会計士がもつアイデンティ
フィケーションやコミットメント、ならびに所属する組織の業種により、内発的動機付けや
職務満足など職務に関する行動特性にどのような違いが表れるかを検証した。検証した結果
から得られた考察は、理論的、ならびに実務的な意義を有していると考えられる。 
他方で、本研究で今後克服されるべき課題もいくつか残していることから、締めくくりと
してこれらの課題について触れておきたい。 
ひとつは、本研究で実施した調査方法に関するリスクである。本研究ではインターネット
調査を用いているが、本多（2006）は、インターネット調査において、（１）インターネット
画面上で回答するという測定法と、（２）調査対象が登録モニターであるというサンプリング
方法という特質に分け、前者には「測定誤差」、後者には「サンプリング・バイアス」という
誤差が生じると説明する。すなわち、測定誤差は測定方法により回答内容が異なるという誤
差であり、サンプリング・バイアスは目標母集団、すなわち調査研究の対象となる全体（本
研究では「我が国の公認会計士」）と、回収標本の間の体系的なずれである。インターネット
調査については、広範にわたり一括で調査が行えるというメリットがある一方、一定のデジ
タル・リテラシーが求められるため回答者に偏りが生じうるデメリットがある点で、測定誤
差やサンプリング・バイアスが生じるのは否定できない。しかし、これらは他の調査法、な
らびサンプリング方法においても同様に起こる問題であり、インターネット調査による結果
を直ちに否定することにはならない。それゆえ、より確固たる考察を得るうえでは、より多
くの調査を実施することで測定誤差、ならびにサンプリング・バイアスの軽減に努めたいと
考えている。 
次に、定性的調査による補強である。本研究における考察にはいくつかの解釈も含まれて
いる。これらが一般性を満たすものにするためには、インタビューに基づく定性的調査を行
い、考察の補強を行う必要がある。 
第三に、他の専門職集団、例えば医師や弁護士においても当てはまるか、という議論であ
る。例えば、医師においては従前から大学病院や大手私立病院など組織化が進んでいるのに
加え、内科や外科など専門分野が公認会計士より分化が進んでいることから、公認会計士と
は異なる結果が生じる可能性は否定できない。今後は他の専門職集団も検討範囲に加えるこ
とで、専門職集団としての一般化した考察が可能となるとともに、公認会計士特有の傾向を
把握することが可能になると考える。 
最後に、実務的な観点での課題として、公認会計士自身の意識改革があげられる。昨今の
「資格ブーム」や、従来の公認会計士の認識を見ると、平たく言えば「腕一本で食っていく」
というような専門性に過度に依存したキャリアイメージを持っているケースが多くみられる。
しかし、本研究における考察のとおり、職務に関するポジティブな行動特性、すなわち内発
的動機付けや職務満足を維持するには、所属する組織に対する貢献意識を持つ重要性も示さ
れており、公認会計士のキャリアに対する認識において、組織との関わりへの重要性を説く
ことも今後の課題としてあげたいと考えている。 
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